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平成３０年度　沖縄市の人事行政の運営等の状況

１．趣旨

　任命権者が報告した平成30年度における職員の任用、競争試験及び選
考、人事評価、勤務時間その他の勤務条件、休業、分限及び懲戒、服
務、退職管理、研修並びに福祉及び利益の保護の状況等人事行政の運営
の状況について、沖縄市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例
（平成28年12月26日沖縄市条例第34号）第4条の規定により公表するも
のである。

地方公務員法（抜粋）
（人事行政の運営状況等の状況の公表）
第58条の2  任命権者は、次条に規定するもののほか、条例で定めると
ころにより、毎年、地方公共団体の長に対し、職員（臨時的に任用され
た職員及び非常勤職員（第二十八条の五第一項に規定する短時間勤務の
職を占める職員を除く。）を除く。）の任用、人事評価、給与、勤務時
間その他の勤務条件、休業、分限及び懲戒、服務、退職管理、研修並び
に福祉及び利益の保護等人事行政の運営の状況を報告しなければならな
い。
2(略)
3　地方公共団体の長は、前二項の規定による報告を受けたときは、条
例で定めるところにより、毎年、第一項の規定による報告を取りまと
め、その概要及び前項の規定による報告を公表しなければならない。

沖縄市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（抜粋）
（趣旨）
第1条　この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第58条の2
の規定に基づき、人事行政の運営等の状況の公表に関し必要な事項を定
めるものとする。
（公表の時期）
第4条　市長は、第2条の規定による報告を受けたときは、毎年10月末ま
でに、同条の規定による報告を取りまとめ、その概要を公表しなければ
ならない。
（公表の方法）
第5条　前条の規定による公表は、次に掲げる方法で行う。
(1)市が発行する広報紙に掲載する方法
(2)インターネットを利用して閲覧に供する方法



平成３０年度　沖縄市の人事行政の運営等の状況

１．職員の任用および職員数に関する状況

(1)採用及び退職の状況（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

(2)職員数に関する状況（平成30年4月1日現在）

２．職員の競争試験及び選考の状況

(1)平成30年度沖縄市職員採用候補者試験実施状況

① 日程

② 試験区分、申込者数、受験者数、合格者数の状況

1

平成30年9月16日

平成30年10月11日

平成30年11月4日
平成30年11月18日

平成30年12月6日

職　種

上級行政職

中級行政職

建築職A

行政職（身体障がい者枠）

幼稚園教諭職

第１次試験合格発表

第２次試験

第2次試験合格発表（最終合格発表）

5 4

申込者数

121

56

受験者数

96

44

一次合格者数

26

6

計

平成31年4月現在の
職員数

647 9 4 5 4 183 111

644 9 3 5 4 185 111 50 1011

50

94
160 1 2 3 2 55 32 16 271

1013

540

5

3 0 0 0 103 62 23

農委 教委 消防

1 0 3 2
部長級 8 1 0 0 0 2 1

水道 合計

退職者

定年
勧奨

その他

合計

4 0 0 0

0 08 0
3 0 0 0

区分 市長 議会 選管 監査

15 0 0 0 0 10 0 2 27

区分 市長 議会 選管 監査 農委 教委 消防

14 0 0 0 0 3 0

新聞掲載及び市ホームページ掲載
第１次試験

平成30年7月23日

1 13
次長級 13 1 0

1 1 1

合計

17
13
3
11

水道

0 0

0採用者
8 0 1

0 2 0 1

0
0 0

10 4
1 21
4 72

内訳
課長級 50 1

主事級 349

課長補佐級

係長級
64 2 0 0 1 12 10

建築職B

保育士職

司書職

1

22

30

1

20

27

1

3

4

合計 286 232 49

2

土木職 2

29

最終合格者数

19

2

2
1
0
1
1
1

7 7

40 31 3

2

7

0



(2)平成30年度沖縄市職員選考採用試験実施状況
① 日程

② 試験区分、申込者数、受験者数、合格者数の状況

３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1)一般の職員の勤務時間

(2)年次休暇の概要

　一の年度につき20日

（当該年度に与えなかった日数があるときは、その与えなかった日数は、

翌年度に限って与えることができる。）

①年次休暇の取得状況（H30.4.1～H31.3.31）

②主な休暇の取得状況（H30.4.1～H31.3.31）

最終合格者数

1

1

週休日

土曜日・日曜日

勤務時間の割振り
始業時間

18.6

１週間の
勤務時間

38時間45分 8時30分

45.4 51.8 36.1 34.6 44.5

17時15分
12時00分

～13時00分

13.4

終業時間 休憩時間

教委 消防 水道

9

議会部局

合計

出産休暇 30 1 1

14.4

37.8 35.2 34.8

14.4 13.9

子の看護休暇（人）

看護休暇
294 5 10

平均行使日数

行使率（％）

私傷病休暇 31 0 0

　　　　　部局

休暇の種別

市長 監査 農委

24 2

市長

0 0 8 0 0

監査 農委 教委 消防 水道

0 2 6

13.7 16.517.0

選管

議会 選管

0 0 18 13
3 0 0 0 0 0 1 0

3

新聞掲載及び市ホームページ掲載
第1次試験合格発表

第2次試験

第2次試験合格発表

職　種 申込者数 受験者数 一次合格者数

平成31年1月15日
平成31年2月8日

平成31年2月17日

平成31年2月25日

5 5 3

行政職 5 5



４．職員の休業に関する状況

(1)育児休業取得者（H30.4.1～H31.3.31）

５．職員の分限及び懲戒処分の状況
(1)分限処分の状況（H30.4.1～H31.3.31）
職員が勤務成績不良や勤務に堪えない場合に行われる処分

（単位：人）
(2)懲戒処分の状況（H30.4.1～H31.3.31）

（単位：人）
６．職員の服務の状況
(1)職務専念義務の免除の状況

(2)営利企業等の従事の許可の状況

※国勢調査指導員等や選挙事務従事関係を除く。

職員が職務上の義務違反や全体の奉仕者たるにふさわしくない非行を行った場合に
行われる処分

職員は、職務に関連する研修や本市の業務と密接な関連を有する団体の業務に従事
する等の場合において、条例規則で定められた範囲内に限り、任命権者の許可を得
て、勤務時間内における職務に専念する義務を免除される場合があります。

職員は、営利企業の役員等になること、自ら営利企業を営むことあるいは報酬を得
て他の事務事業に従事することが制限されており、各任命権者の強化を得た場合に
限り従事することが出来ます。

0 0 0 0 00

教委 消防

教委 消防 水道監査 農委

0 0 0 13 0

2 1 0

水道監査 農委

0 0

営利企業等従事 4 0 0

部分休業 1 0

部局 市長 議会 選管

職務免除許可 33 0 0
部局 市長 議会

1 0 0

選管

17 0
水道
0

部局 市長 議会 選管 監査 農委

教委 消防
育児休業 48 1 0 1 0

部局 市長 議会 選管 監査 農委

0 0
合計
0

休職
降給

6 0 0 34

教委 消防 水道
免職 0 0 0 0 0 0

27 0 0 0 1
0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

監査 農委

降任

教委 消防 水道 合計
免職 0 0 0 0 0 0 0 0 0
部局 市長 議会 選管

2停職 0 0 0 1
減給 0 0 0 0 0

0 0
0 0 0 0

戒告 0 0 0 0 0 0 0



７．職員の福祉及び利益の保護の状況
(1)健康診断の状況

（単位：人）

(2)健康相談等の状況

(3)公務災害補償の状況

(4)厚生会の状況

８．職員の退職管理の状況
(1)再就職者による働きかけ規制

当該職に就いてい
たときに在職して
いた部等組織に属
する役職員等

在職していた部等
組織に属する役職
員等

希望者
希望者
希望者

相談員

内科産業医

精神科産業医

精神保健福祉士

働きかけ規制の対
象となる相手方

離職前5年間に在職
していた部等組織
に属する役職員等

0 0 0 0 3 0 0
1

水道

15
0
0

166

職員であった者 解除規定なし

規制の対象となる行為

契約事務であって、離職
前5年間の職務に属すもの
についての要求、依頼

上記に加え、契約事務で
あって離職した日の5年前
のひより前に就いていた
組織の長としての職務に
属するものについての要
求、依頼

営利企業等との間の契約
の締結、処分について自
らが決定したものについ
ての要求、依頼

組織の長の職に、
離職した日の5年前
の日より前につい
ていたもの

働きかけ規制を受
ける主体

職員であった者

規制の対象
となる行為

離職後2年間

離職後2年間

対象者
全職員

水道

26 0 0 0 1 5 1

内容 市長 議会 選管 監査 農委 教委 消防

ＰＥＴ健診 7
脳ドック

5
人間ドック 454 6 2 5 2 104 78 42
基本健診 97 1 0 0 1 17 122

相談名 市長 議会 選管 監査 農委 教委 消防

2 0 1 0 71
0 0 0 4 27 0
0

公務災害
通勤災害

区分
認定件数

市長 議会 選管 監査

0

1 0 0 1 0 3 2 0
0 0 0 0 0 0 0 0

農委 教委 消防 水道

ストレス診断調査 48 0 0 0 1 0

産業医による
健康相談

188

貸付事業 生活資金貸付事業

市負担金
会員数

給料総額の6/1000（職員掛金9/1000）
1024人

給付事業 結婚祝金、療養見舞金、弔慰金等
保健、体育事業 サークル助成、人間ドック補助等



９．職員の研修実績一覧表
９．職員の研修実績一覧表

実績回
数 受講者数

一般研修（19件）
階層別研修（9件） 258

課長研修　(課長以上部長含む） 1 94

新任係長級・新任課長補佐級研修　(新任、研修未受講者） 1 18
三市合同監督者研修 1 8

現任職員研修(三市合同中堅職員研修)※採用６～９年目対象 1 10
現任職員（３年目）研修 1 27
現任職員（４年目）研修 1 28
現任職員（５年目）研修 1 35

新採用職員フォローアップ研修（2.5日間）

新採用職員研修（6日間）（外部委託または、職員講師）

専門研修（9件）
363

（臨時・嘱託職員対象）接遇研修（4月開催） 1 51
ハードクレーム対応研修 1 42
会計実務研修 1 69
財務実務研修 1 79
契約実務研修 1 66
人事評価研修（フォローアップ研修[午前]） 1 20
人事評価研修（能力評価[午後]） 1 19
パソコン研修（Excel上級） 1 9
パソコン研修（Power Point上級） 1 8
自育支援研修 0 0

特別研修（0件）

特別講演会 0 0

小計 18 621

派遣研修
県内研修

一般研修（階層別研修） 0 0
特別研修 29 29

キャリアアップフォーラム 1 3

ゆがふう塾 1 2
自治体職員政策形成セミナー 1 1

かりゆし塾 0 0
県外研修

自治大学校（第2部課程，地方公会計特別研修） 2 2
市町村アカデミー 12 12
国際文化アカデミー 11 11
ＮＯＭＡ行政管理講座 6 7

小計 63 67

職場研修
職場研修支援 3 99

小計 3 99

自主研修
自主研修活動助成 1 5
先進事例視察研修 1 1
通信教育講座 1 1

小計 3 7

合計 87 794

19

専門研修

特別研修

沖縄県市町村職員研修センター派遣  

課長研修

新任係長級・新任課長補佐級研修

現任職員研修

新採用職員フォロー研修

1 19

日本経営協会（NOMA）

中部広域市町村圏事務組合

県経営者協会

新採用職員研修

1


